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複数の学協会に
よる大規模アン
ケートの結果  
（2025年8月25
日公開）

•生態学
•進化生物学
•海洋学
•環境学
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トランプ政権による2026年の生態学・環境分野に影響する
政府予算の削減の例
(出典：Ecological Society of America, https://esa.org/esablog/2025/05/07/esa-
action-alert-contact-your-member-of-congress-to-advocate-for-science/)

• USGS Ecosystems Mission Area:
       90%の削減 （$293 million から $29 million）

• USGS (US Geological Survey): 39%削減

• National Science Foundation (NSF):
        56%の削減（$8.8 billionから$3.9 billion)

• Environmental Protection Agency (EPA):
54% の削減 ($9.1 billion   から $4.2 billion）.

• U.S. Fish and Wildlife Service (USFWS):12.8%の削減

• U.S. Forest Service：Forest & Rangeland Research の撤廃
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85% が将来への不安を感じ、71% が政府支援による若手育成プログラ
ムへに悪影響があり、83%が取り返しのつかない影響が生態学・進化
生物学・海洋学・環境学の分野で起きると危惧する。
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https://www.google.com/search?sca_esv=a1feb94103ceaa7e&cs=0&q=USGS+Ecosystems+Mission+Area&sa=X&ved=2ahUKEwih8LvSg-OPAxWCSzABHXjbBOsQxccNegQIDRAB&mstk=AUtExfBSOYmJ0VnaVy57HTj3gDMMajkXyAq1ig1KudWQ8Xb2p-JmY4D26JYOEHA8bnpm3pBMI39wBC60RLjWcI3QoYCAYYoswsoaj_diWmZAYb_1j4sai1PQhWWA61Qf2DBOf30&csui=3
https://www.google.com/search?sca_esv=a1feb94103ceaa7e&cs=0&q=National+Science+Foundation&sa=X&ved=2ahUKEwih8LvSg-OPAxWCSzABHXjbBOsQxccNegQIEBAB&mstk=AUtExfBSOYmJ0VnaVy57HTj3gDMMajkXyAq1ig1KudWQ8Xb2p-JmY4D26JYOEHA8bnpm3pBMI39wBC60RLjWcI3QoYCAYYoswsoaj_diWmZAYb_1j4sai1PQhWWA61Qf2DBOf30&csui=3
https://www.google.com/search?sca_esv=a1feb94103ceaa7e&cs=0&q=Environmental+Protection+Agency&sa=X&ved=2ahUKEwih8LvSg-OPAxWCSzABHXjbBOsQxccNegQIEhAB&mstk=AUtExfBSOYmJ0VnaVy57HTj3gDMMajkXyAq1ig1KudWQ8Xb2p-JmY4D26JYOEHA8bnpm3pBMI39wBC60RLjWcI3QoYCAYYoswsoaj_diWmZAYb_1j4sai1PQhWWA61Qf2DBOf30&csui=3


Key Findings of the Impacts on Science Survey

• 研究プロジェクトの中断など：特に、フィールドでの長期モニタリングなど、食料
生産の持続性、洪水対策、感染症、野生動物管理など、人間社会にも直接影
響のあるトピックにおいても悪影響

• 科学コミュニケーションの制限；政府による言論の自由の制限が科学用語の
使い方への介入まで及び、国境を越えての国際的な学会参加などの移動など
にも不安が伴う

• 研究機関が蓄積してきた専門的知識の喪失：連邦政府研究機関における大
量解雇によって、科学活動を支えてきた予算の取り扱いや研究共同体制に関
する専門的知識が失われ、連邦政府と州政府や民間などで構築されてきた研
究協力体制が崩壊しつつある。

• 次世代育成への悪影響：学部生レベルでの研究体験、大学院生の入学数の
減少、若手の職場の激減、優秀な学生への奨学金の減少などが、次世代研究
者の育成へのギャップ

• 情報インテグリティーについての懸念：連邦政府の機関が維持してきた情報
が恣意的に取り除かれること、また、政府が維持してきた現存の研究機関の活
動の中断などによるデータギャップ
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米国の国立公園の常勤職員の1/4 以上が解雇され、地方裁判所では政
府による一方的な予算カットと解雇は違法との判決だったが、（第1
期トランプ政権中に任命された裁判官の影響で共和党よりが多数を占
める）最高裁判所では違法ではないとの結論。

• ビジターサービスや安全な運営に障害
• 動植物の知識を持つ職員の解雇による自然保護管理活
動へのインパクト

• 知識の継承ができなくなることによる長期的な悪影響

ニュースからの事例紹介
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ニュースからの事例紹介

Climate changeに関す
る研究プロジェクト
やそのような研究を
推進する機関を全て
排除して、気候変動
の証拠は存在しない
ことにしようという
ような政治的圧⼒

結果として、
climate change の
⽣物多様性への影
響や⽣態系サービ
スに関する研究を
推進した機関も予
算をカットされる
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ニュースからの事例紹介

New York Times 2025.9.5

New York Times 2025.7.17

New York Times 2025.6.27 New York Times 2025.7.30

National Public Radio

Harvard TH Chan School of Health
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ニュースからの事例紹介:国際協力支援金のカットの影響

USAID の2020年の予
算総額は約25billion 
USD

費用対効果が高い国
際的な生物多様性モニ

タリングや自然保護活
動へのインパクト
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Questions: 

米国政府だけが気候変動

科学や生物多様性保全を
サポートしないという状況

はこのまま続くのか？

政権が交代するまでの嵐
だとしても、長期的な影響

はあるのか？

米国の大学などは、政権
に反対し続けるか懐柔さ

れるかの判断にせまられ
ている。

日本の科学者は、ヨーロッ

パや中国と純粋に生態学、
環境科学、生物多様性科

学において国際世論をサ
ポートする責任。

New York Times 2025.9.24
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